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長期大幅削減へのロジック 日本のロジック

「2℃の算数で計算するだけ」
「石炭投資はありえぬ」（電力幹部）

「日本で政策強化はない」（企業幹部）
「座礁資産は理解できぬ」（年金幹部）
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温暖化対策として
の高効率石炭火力

2℃目標と石炭火力
は不整合
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排出できるCO2の総量には限りがある：カーボンバジェット

• 限られたカーボンバジェットをいかに効率的に使いつつ、どのようにネットゼロ

エミッション（脱化石燃料依存）社会へ軟着陸するか？
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強力な非CO2削減対策のケース 緩い非CO2削減対策のケース

兆トン

2.05兆トン 2.05兆トン

1.24兆トン 0.59兆トン

既に排出した量

今後排出できる量
(2015年以降)

• 気候の安定化には排出量をネットゼロにする必要

• 2℃以下に抑えるためには累積総排出総量を2.64兆トン～3.29兆トンに抑える必要（66％以上の確率）

出所：Rogelj, J. 他 (2016)をもとに作成
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世界で建設・計画中の石炭火力がすべて稼働すると、２℃
目標達のために残されたカーボンバジェットの大半を石炭
火力発電所からのCO2排出量だけで使い果たしてしまう

残りのカーボンバジェット
が1.24兆トンの場合

残りのカーボンバジェット
が0.59兆トンの場合

石炭火力発電所から
の累積排出量
（0.47兆トン）

石炭火力発電所から
の累積排出量
（0.47兆トン）

出所：Global Coal Plant Tracker (2017) “Coal Plants by Region: Lifetime CO2—July 2017” をもとに作成

注：石炭火力発電所からの累積排出量
は、現在、稼働中および計画・建設中の
ものが40年間稼働した場合の総排出量

カーボンバジェット
(残余：0.77兆トン）

カーボンバジェット
（残余：0.12兆トン）
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早期の脱石炭火力は合理的な脱炭素戦略

脱炭素化へのスムーズな
移行を可能に！

• 電化促進による民生部門
や運輸部門の脱炭素化の
前提条件

• 長期の技術革新を必要と
する産業部門へ時間的猶
予を与える
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百万t‐CO2/年

年

• 現在、世界で計画・建設中の
石炭火力発電所は1,415GW

• 全てが超々臨界圧（820gCO2/kWh）
であった場合の排出量は
5,988MtCO2

• 先進超々臨界圧 （710gCO2/kWh）

であった場合の排出量は
5,185MtCO2

• これは

IPCCの2度シナリオで想定す
る2030年の電力部門全体か
らの排出量（6,300MtCO2）
に匹敵

クリーンコール？ 高効率石炭火力でも2度シナリオと整合性なし

計画･建設中の石炭火力
からの年間排出量
（先進超々臨界圧ケース）

計画･建設中の石炭火力
からの年間排出量
（超々臨界圧ケース）

出所: AR5 Scenario Database より作成

ボックスは2℃シナリオで想定
される発電部門からの排出量
の幅(25～75パーセンタイ
ル)、各ボックスの太線は中央
値、縦棒の上端、下端は最大
値、最小値を表す。
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COP23における石炭火力問題

1. 高まる石炭火力批判

• A.ゴア元副大統領、M.ブルームバーグ元NY
市長、C.フィゲレス前UNFCCC事務局長、
R.トゥビアナ仏COP21特別代表 等々

• パリ協定を批准する先進国は2030年までに

脱石炭火力することが責務（ブルームバーグ氏）

2. 日本への名指しも

• 国内の石炭火力新増設計画 （フィゲレス氏）

• 「中国と日本が世界の化石燃料施設への二大投資国」

（ゴア氏）

ブルームバーグ氏

トゥビアナ氏

ゴア氏
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石炭排除同盟 (Powering Past Coal Alliance)
• 英･カナダ主導、COP23で27カ国･地方政府が署名し、発足イベント

トゥビアナ氏

アンゴラ
オーストリア
ベルギー
カナダ
コスタリカ
デンマーク
エルサルバトル
フィンランド
フィジー
フランス

アルバータ州

ブリティッシュ･
コロンビア州

オンタリオ州
オレゴン州
ケベック州
バンクーバー市
ワシントン州

イタリア
ルクセンブルク
マーシャル諸島
メキシコ
オランダ
ニュージーランド
ニウエ
ポルトガル
スイス
英国

• 現在は34カ国・地方政

府、25企業が参加

 国：既設石炭火力の早期フェーズアウト；炭素回収･貯留（CCS）導入まで新規石

炭火力建設の停止

 企業：石炭以外の電源調達

 石炭火力への融資制限
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2. 脱石炭火力を巡る綱引き
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電源選択の要素：温暖化問題はあくまで一要素

• グリットオペレーションの際

• 電源開発の際

 出力変動対応力

 経済性

 立地の自然条件

 環境対策（地域の大気汚染、気候変動
緩和）

 地域住民への対応

 電力需要の見通し

 全体的な電源バランス（電源種別バラン
スと地域バランス）

 燃料の調達安定性（地政学的見地を含
む）

 初期コストの大きさを含めた採算性
 ファイナンスの利用可能性
 電力会社の財務能力
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途上国の発展には石炭火力が不可欠との議論も

• トランプ政権主催のCOP23サイドイベント：「気候緩和におけるク

リーンで効率的な化石燃料と原子力の役割」

ブルームバーグ氏

トゥビアナ氏

• 国別削減目標において高効率石炭火力の導入支援を求める途上国

 多くの途上国では太陽光･風力は

いまだ化石燃料の代替ではない；

貧困脱却には石炭･ガスが必要

 米国政府による、高効率石炭火力

発電設備の輸出支援を示唆

NGOによる抗議(米誌POLITICOより）

 インド、バングラデシュ
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クリーンコール？ 炭素回収貯留（CCS）の現状

世界全般

• CO2回収･貯留（CCS）技術は脱炭素化に向けた重要な技術の一つとみ
なされる

• ただし、大規模導入は遅れている

IEAの理想的なCCS普及シナリオにおける2020年のCCS削減は年間3億tCO2。他
方、現在の削減キャパは年間280万tCO2

現在、石炭火力へ付設した大規模な商用運転はない

大規模導入に向けた課題

• 大幅なコスト削減の達成

• 安全性の確認あるいは環境負荷評価、モニタリングを含む長期的な
運営･責任体制の確立。関連する法整備

• 近隣住民、（海底下貯留の場合）漁業関係者の理解
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途上国の認識も変わる

• 気候脆弱性フォーラム
ブルームバーグ氏

トゥビアナ氏 後発発展途上国を含む

43の途上国が参加

 2050年までの100%再エ

ネを目標

 再エネ促進を貧困脱却

に向けた原動力の一つ

と位置づけ
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主要国の電力部門政策スタンス（IEA WEO2017）

ブルームバーグ氏

トゥビアナ氏

• 大気汚染対策の
意味合いも強い
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閉鎖 追加

電源別年平均追加容量（国別）と閉鎖容量（IEA WEO2017 新政策シナリオ）

石炭火力は、追加容量でみると、太陽光、風力、天然ガスより小さくなる見通し
国別でみるとインドが最大で、中国が続く
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インド：「今後10年間は、建設中のものを除き、
新規石炭火力の増設は必要ない」との見通し
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出所 インド中央電⼒庁（Central Electricity Authority）Draft  National Electricity Plan, 2016.をもとに作成
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何が起きているのか？

供給過剰

• 過大な石炭火力計画

• 野心的な再エネ目標
2022年175GW

(太陽光100GW; 風力60GW; バ
イオマス10GW; 小規模風力
5GW)

計
画
・

建
設
中
の

石
炭

火
力

電力需要見通し

インドの電源別発電量の見通し
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何が起きているのか？

2.44ルピー(4.31円）/kWh
バドラ（Bhadla）ソーラー
パークでの入札価格

再エネ発電コストの低下 大気汚染の深刻化
→石炭火力への

環境対策強化の圧力
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何が起きているのか？：石炭火力の稼働率低下
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採算見通しの悪化、ファイナンス不足、住民反対等により
多くの石炭火力発電所計画が頓挫
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出所：Global Coal Plant Tracker (2017) “Coal Plants by Country (Units)” をもとに作成

2017年7月末時点
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岐路に立つインド：今後10年間で、再エネを中心とした安価で
安定した電力供給システムを構築できる目処が立つか？

1. 人口増、急速な都市化（2030年までに都市人口2億人増加）、無電化人口（2億4000万人）

⇒電力需要の拡大

2. 再エネ拡大に対し柔軟性に欠ける電源構成（設備容量で石炭火力62％、2015年）

⇒発電コストのみならず系統安定化コストもカギ

3. インドは工業化・都市化の初期段階

⇒転換の規模＋抱える開発問題は世界で類を見ないものに
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3. 脱石炭火力へ向けて
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脱炭素化に向けた政治経済的課題

ブルームバーグ氏

トゥビアナ氏

• 技術的な問題に加え、雇用問題も大きな課題

 炭鉱労働者数

 中国、インドでは依然、労働集約型：中国（？）、インド（ 大手1社で34
万人）

→社会不安の懸念

 米、欧州では機械化が進む：米国（約50,000人）、ドイツ(約25,000人）

→産出地域経済の問題、政治力

• 脱炭素化への転換の中で取り残されてしまう懸念

 脱炭素化への政治的障壁となる可能性

 グローバルゼーションへの反動→トランプ政権誕生
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脱炭素化に向けた長期戦略

ブルームバーグ氏

トゥビアナ氏

• 大きな経済･社会の移行に伴う課題（例：労働市場の移行）に対応
し、その悪影響を抑制･管理すること（移行管理）の必要性･重要性

 独、仏：長期戦略策定を、国家発展戦略を議論･策定する機会として捉え、構
造改革、雇用創出、エネルギー安全保障などの課題との統合的解決を目指す

 独：「成長・構造改革・地域発展委員会」を設置し、地域の経済･社会の転
換に向けた具体的政策措置を検討

（連立政権合意で、脱石炭火力タイムテーブルを含めて年内に検討開始へ）

 長期戦略の必要性･重要性（長期戦略なしには方向性が見えてこな

い）
• パリ協定は各国に2050年を見据えた長期戦略の策定を求める
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まとめ

ブルームバーグ氏

トゥビアナ氏

• 気候変動問題の観点からすると、早期の脱石炭火力が求めれられ
る。

• 他方、各国の電源選択は多様な要素を総合的に見て、判断される。
気候変動問題はその一要素。

• しかし、多くの先進国のみならず、途上国にも石炭火力発電（ある
いは化石燃料発電）からのシフトを打ち出す国が多くでてくる。

• その理由は、大気汚染対策、産業政策、経済性などさまざま。

• 本格的な脱石炭火力には、技術的な問題に加え、雇用問題といった
政治経済的な問題にも対処する必要がある。

• 長期戦略の策定により、長期的視点に立った雇用問題への対応も可
能となる。


